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（パブリックコメント資料）

宅地建物取引業法施行令及び不動産特定共同事業法施行令の一部改正案の概要

特定都市河川浸水被害対策法施行令において、宅地建物取引業法施行令及び不動

産特定共同事業法施行令について以下の改正を行う。

＜宅地建物取引業施行令の一部改正＞

１．宅地建物取引業法施行令第２条の５関係

【宅地建物取引業法第３３条（広告の開始時期の制限）及び第３６ 条（契約締結

等の時期の制限）の規定に基づく許可等の処分】

（追加する事項）

≪特定都市河川浸水被害対策法関係≫

・第９条 雨水浸透阻害行為の許可

・第１６条第１項 変更の許可

・第１８条第１項 雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれのある行為の許可

２．宅地建物取引業法施行令第３条関係

【宅地建物取引業法第３５条（重要事項の説明等）の規定に基づく法令上の制限】

（追加する事項）

≪特定都市河川浸水被害対策法関係≫

・第９条 雨水浸透阻害行為の許可

・第１６条第１項 雨水浸透阻害行為の変更の許可

・第１８条第１項 雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれのある行為の許可

・第２５条第１項 保全調整池における行為の届出

・第３１条 管理協定の効力

＜不動産特定共同事業法施行令の一部改正＞

○ 不動産特定共同事業法施行令第６条関係

【不動産特定共同事業法第１８条（広告の規制）の規定に基づく許可等の処分】

（追加する事項）

≪特定都市河川浸水被害対策法関係≫

・第９条 雨水浸透阻害行為の許可

・第１６条第１項 変更の許可

・第１８条第１項 雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれのある行為の許可


